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研究成果の概要： 本課題は、2004 年に EU に加盟した中東欧 8ヵ国の社会政策(ここでは主と

して社会保障・社会福祉・地域政策・労働政策・環境政策)を対象として、各国における政策お

よび制度の比較分析を行い、そこから現在の各国における社会政策は各国固有の政治・経済・

歴史的要因により形成された部分が大きく、EU 加盟に伴い要求される制度変革(いわゆる「欧

州化」)や、グローバリゼーションなどの国外要因の影響は限定的であることを明らかにした。 

 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

 2006  年度 1,300,000  0 1,300,000 

2007  年度 900,000  270,000 1,170,000 

2008  年度 900,000 270,000 1,170,000 

年度    

  年度    

総 計 3,100,000  540,000 3,640,000 
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１．研究開始当初の背景 
 
 本研究で対象とした中東欧 8ヵ国(チェコ、
エストニア、ハンガリー、ラトヴィア、リト
アニア、ポーランド、スロヴァキア、スロヴ
ェニア)は、1998 年から約 6 年の交渉期間を
経て、2004 年 5 月に正式に EU 加盟を承認さ
れるに至った。この交渉過程においては、い
わゆる「コペンハーゲン 3基準(政治的基準・
経済的基準・法制度の整備)」に従い、EU か
ら各国の国内制度を整備することを求めら
れ、それに従う形での制度の整備を進めてき
た。だがそれにもかかわらず、EU 加盟直後に
年金制度や環境関連の制度について予備的

な調査を行ったところ、中東欧 8ヵ国の間で
も制度面では明確な相違が存在していた。当
時の議論としては、EU 加盟に伴う制度改編を
通して、各国の制度はほぼ同じ形式のものに
収斂していく(いわゆる「欧州化」)と考えら
れていたが、実際には各国間の相違は EU 加
盟後も残ったままであった。ここから既存の
議論の問題点を認識したことが、本課題の出
発点となる。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、EU 加盟後も引き続き存続
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する中東欧諸国の間の政策および制度の相
違について、比較政治学の視点からその相違
の背景を分析することにあった。具体的には、
(1)社会政策を題材として、個別の領域にお
ける各国の制度・政策形成過程を分析すると
ともに、その比較を通して各国間における相
違が生じた理由を明らかにする、(2)個別の
政策領域における相違を総合し、全体として
各国間の相違がいかなる要因により導かれ
たのかを明らかにするとともに、体制転換期
の社会政策の変容について体系的に説明を
行うことができる枠組みを構築する、(3)あ
わせて中東欧諸国の政治や福祉に関する基
本的なデータを整理し、これを一般的に利用
できるような形で公開する、ことを、本研究
では主たる目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
 
 今回の科学研究費補助金を受けて実施し
た研究の具体的な実施方法は、以下の通りで
ある。 
 
(1) まず最初に、社会政策の個別の領域に
関する、制度面での比較分析を行った。この
際の社会政策については、広く人々の生活全
般を支えるための政策領域としてとらえ、そ
こから狭義の社会政策となる生活保障シス
テムとしての社会保障や社会的弱者に対す
る施策としての社会扶助のみならず、地域間
格差への対処としての地域政策、社会保障や
社会福祉と密接な連関を有する労働政策、そ
して近年着目されている「持続可能な開発」
の視点から福祉との連関が注目される環境
政策についてもその対象としている。事例と
して扱ったのは、2004 年に EU に加盟した中
東欧の 8 ヵ国(チェコ、エストニア、ハンガ
リー、ラトヴィア、リトアニア、ポーランド、
スロヴァキア、スロヴェニア)であるが、事
例によっては比較参照のためにブルガリア
やルーマニアを分析に加えたものもある(年
金制度など)。 
 
(2) そのような個別政策領域の比較分析を
前提として、次に個別の制度が全体として結
びつくことで、どのような制度配置が形成さ
れているかについて、こちらは特に福祉制度
に焦点を当てた検討を行った。なおこの際に
は、ある程度特定の福祉制度の結びつき、お
よびその制度と特定の政治勢力の関係を前
提とする、いわゆる「福祉レジーム」論では
なく、個別の制度の検討から全体の結びつき
を確認していく「制度指向の福祉システム分
析(institute-oriented analysis of welfare 
systems)の手法を利用し、また近年福祉制度
の分析に利用されている「新しい社会的リス

ク論」の議論をも利用しながら、各種の制度
がいかなる形で結びついているのか、またそ
れによって全体としての福祉枠組み・システ
ムはどのような形で人々のリスクに対応し
ようとしているのかについて検討を進めた。 
 
(3) またあわせて、個別政策領域、および
全体としての福祉枠組みの両面において、そ
れぞれの国においてそのような制度が導入
された理由について、比較の観点から体系的
に分析することも試みた。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究により得られた成果は、以下の通り
である(なお以下「成果○番」は、「主な発表
論文等」の項目における番号<雑誌論文、口
頭報告、書籍、インターネットホームページ
の順で番号を付与している>に対応してい
る)。 
 
(1) 個別領域の分析に関しては、環境政策
(成果 雑誌⑤番)、年金制度(成果 雑誌③番)、
労働狭義システム(成果 雑誌②番)、そして
家族・育児支援政策(成果 雑誌①番)につい
ては中東欧 8ヵ国の比較分析を行い、そこか
ら中東欧諸国における主要な社会政策制度
は EU 加盟後も各国の独自性を強く残してい
て、それは「EU 基準」が他の領域に比べて厳
格なはずの環境政策においても同様である
こと、および特に中東欧諸国の福祉制度に関
してこれまで通説的に述べられてきた「リベ
ラルな福祉のバルトと大陸型福祉のヴィシ
ェグラード諸国」という対比は、現状の記述
としては適切ではなく、バルトの中でもエス
トニアとラトヴィアの福祉は比較的包括的
であり、逆に大陸でもポーランドは近年福祉
のリベラル化が進んでいることを明らかに
した。また体系的な比較ではない事例として、
地域政策についてはポーランドの西部国境
領域におけるユーロリージョンについての
事例分析を行い(成果 図書④番)、ここでも
EU による財政支援などの誘因は必ずしも地
域間協力のインセンティヴとして機能して
はいないこと、および EU の支援によるネッ
トワーク整備が逆に周辺地域のさらなる周
縁化を進めていることなどを明らかにした。
また大阪大学の河田教授との共同研究にお
いて社会政策を実施する対象である社会の
あり方をめぐる問題について、これを「政治
腐敗」の視点から検討する機会があり、その
成果をポーランドとスロヴァキアの政治腐
敗比較という形で公表した(成果 図書③番)。 
 
(2) 制度の全体としての組み合わせおよび
その背景については、成果 学会①番の口頭



 

 

報告および図書①番の論文集による英語論
文の出版の他、現在別に論文を公刊する予定
がある。基本的には、中東欧諸国の福祉制度
の枠組みは、大きく 3つのパターンに類型化
できること、およびそのように分かれた背景
としては、国内の政治勢力、特に政党と労働
組合の影響力が作用していることを明らか
にした。3 つのパターンは以下の通りである。 
① 国民全体で広く人生リスクを負担する
包括的な福祉制度を導入している事例：エス
トニア・ラトヴィア・スロヴェニア 
 これらの事例では、それぞれの事情から政
党の側で左右を問わず福祉の整備に一定の
理解があることが、包括的な福祉制度の導入
と結びついている。 
② 基本的にリベラルな、個人がリスクを負
担する福祉制度を導入している事例：リトア
ニア・ポーランド 
 この 2 ヵ国においては、政党が基本的に福
祉の拡張に消極的で、社会の側にも福祉ロビ
ーが存在しないことで、制度のリベラル化が
進んでいる。 
③ 伝統的な男性稼ぎ手モデルに近い福祉
制度を導入している事例：チェコ、ハンガリ
ー、スロヴァキア 
 この 3 ヵ国では、チェコとスロヴァキアの
場合は労働組合が、ハンガリーの場合は保守
系の政党が、それぞれ男性稼ぎ手の存在を前
提とする福祉制度に執着があり、そのため各
種の人生リスクを女性が負担する可能性が
高くなっている。加えてこれらの諸国では福
祉が政党間の対立軸となっているため、複数
回にわたる制度の改革や異なる理念に基づ
く制度の共存が見られることも多い。 
 この成果を元に、中東欧諸国の福祉枠組み
の相違については、政党と労働組合の影響力
が重要な点で、既存の福祉政治論で指摘され
る「権力資源論」に近い状況が現れてはいる
が、中東欧諸国の場合、左派政党が必ずしも
福祉推進勢力とは限らず、逆に保守政党が福
祉を整備する場合もあること、および労働組
合の影響力は必ずしも福祉の拡充とは連関
せず、特に「ジェンダー」が絡む問題では、
男性熟練労働者が主体となる労働組合はむ
しろ「抵抗勢力」となる可能性もある点で、
権力資源論が想定するような左派・労働組合
の影響力と福祉の拡充との連関が存在する
わけでもないということを、明らかにした。 
 
(3) またこれらの研究を通してえられた基
礎的なデータに関してであるが、現在西南学
院大学の仙石の個人ホームページにおいて、
主要な EU と中東欧関連の文献リスト(成果 
ホームページ①番)、仙石が京都大学地域研
究統合情報センター、および科学研究費補助
金「旧ソ連・東欧地域における体制転換 の
総合的比較研究」(基盤研究 A、研究代表者：

林忠行北海道大学教授)と共同で行った選
挙・政党データベースの整備および公開(成
果 ホームページ②番)、並びに国境地域に関
する情報源リンクと地域の現状に関する写
真(成果 ホームページ③番)について、公開
を行っている。なお選挙・政党データベース
については、冊子体での情報公開(成果 図書
②番)も行っている。 
 
(4) 以上の他に、この研究を通して比較研
究に関する方法論の問題についても検討を
行い、これを論文(成果 雑誌④番)として公
刊したほか、現在さらなる方法論の検討のた
めに、地域間比較の企画となる「中東欧とラ
テンアメリカのいまを考える」という共同研
究企画を、京都大学の村上准教授と実施して
いる(成果 ホームページ④番)。 
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